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令和５年度事業 

令和５年度は、調査研究開発事業として、（１）水源地の環境に関する調査研究、（２）ダ

ムの貯水池管理に関する調査研究、（３）ダムの流水管理に関する調査研究、（４）研究助成、

（５）海外における水源地環境に関する調査研究、（６）研究調査成果の蓄積、普及、啓発に

ついて引き続き取り組んでいく。

併せて、上記（１）、（２）及び（３）について、調査研究受託により、これまで実施して

きた調査研究や技術開発により蓄積された成果やノウハウを活かし、ダム管理等の現場から

の要請に応じ、調査研究を行う。

また、水源地域活性化事業、広報事業、ダム管理技士試験等事業について、引き続き実施

を予定している。

表－１ 令和５年度調査研究課題一覧表 

令和５年度の実施内容 実施手法

１　調査研究開発事業

（１）水源地の環境に関する調査研究

１）水源地の生態環境の保全・創造

（ａ）水源地生態環境研究 ダム湖及びダム下流の生態系等に関する研究 学識者による研究会

（ｂ）特定外来生物研究 外来魚の防除方法及び効果把握手法の検討 センター内自主研究

２）ダムの環境影響評価

（ａ）環境影響評価研究 保全措置の定量評価に関する検討 センター内自主研究

（b）流水型ダムの環境調査研究 流水型ダムの環境影響に関する検討 センター内自主研究

（ｃ）画像解析処理技術の環境調査への導入
　　 に関する研究

画像解析技術の環境調査への適応可能性検討 センター内自主研究

３）調査研究受託

（ａ）水源地の環境保全に関する調査研究

（b）ダム等の環境影響評価に関する調査研究

（２）ダムの貯水池管理に関する調査研究

１）ダム貯水池等水質保全

（ａ）ダム湖水質保全対策研究 アオコレベルチェッカーのシステム改良の検討 学識者による研究会

（ｂ）水質保全装置の技術開発 プロペラ式湖水浄化装置及びシアノバスターに関する技術開発 外部機関と共同研究

２）ダム貯水池堆砂対策

（ａ）総合土砂管理研究 土砂バイパストンネルによるダム機能の効果の検討 学識者による研究会

（ｂ）排砂対策技術の技術開発 土砂分級精度向上及びパワー通砂工法の現地適用計画検討 外部機関との共同研究

３）ダム管理フォローアップ

（ａ）総合診断施策研究 ダム管理フォローアップのデータベースの更新・分析 センター内自主研究

（ｂ）水源地域活性化研究 水源地域ビジョンにおける水源地域活性化施策の分析 センター内自主研究

４）調査研究受託

（３）ダムの流水管理に関する調査研究

１）高水管理

ダム洪水操作の高度化研究 降雨予測技術を活用した洪水時操作手法検討 学識者による研究会

２）低水管理

低水管理手法の研究 AI技術を活用した低水管理手法の検討 学識者による研究会

３）調査研究受託

ダムや水源地域に係わる生態環境の調査・研究を促進する助成 外部の学識者による審査委員会

（５）海外における水源地環境に関する調査研究 国際大ダム会議等への参加・論文発表等 センター内自主研究

（６）研究調査成果の蓄積、普及、啓発 調査研究等のデータベースの充実、所報作成、研究発表会の開催等 センター内自主事業

２　水源地域活性化事業

３　広報事業

４　ダム管理技士試験等事業

（ａ）ダム等の高水管理・低水管理に関する調査研究

事業課題

（４）研究助成

（ａ）ダム等の貯水池の水質保全対策に関する研究

（ｂ）ダム等の堆砂対策に関する調査研究

（ｃ）ダム等の貯水池の管理評価に関する調査研究

（ｄ）水源地域の活性化に関する調査研究

（b）ダム等の流水管理に関する調査研究
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１．調査研究開発事業

（１）水源地の環境に関する調査研究 

１）水源地の生態環境の保全・創造 

(a)水源地生態環境研究 

本研究では、生態学、河川工学等の学識者で構成される「水源地生態研究会」を設置

し、ダムが生み出す生態系を科学的に把握し、水源地域の保全に資するため調査研究を

行っている。

令和２年度からは、①ダム湖生態系研究部会、②ダム下流生態系研究部会、③新技術・

データ管理研究部会の３部会を設置し、５年間の研究を進めている。

令和５年度は、５年間の４年目として研究を継続する。ダム湖生態系研究部会では、

気候変動やその他の環境変動に対するダム湖生態系応答と水質等生態系サービスへの影

響を研究する。ダム下流生態系研究部会では、土砂と流況に着目したダム下流河川の生

態系管理手法を研究する。新技術・データ管理研究部会では、人工知能や環境 DNA 等

の新技術のダム環境モニタリングへの活用を研究し、それに対応するデータベース構築

及びデータベースの活用促進を行う。

(b)特定外来生物研究 

本研究では、全国のダム湖や湖沼等の淡水域においてオオクチバスやブルーギル等の外

来魚が増加し、在来生態系に大きな影響を及ぼしていることから、これらの防除対策の

調査研究を行っている。

令和４年度は、三春ダムにおいて外来魚防除効果を検証するため、魚群探知機等のソナ

ーを活用したダム湖内魚類分布状況の把握手法について試行調査を継続するとともに、

ソナーデータの検証（魚種・体長･プランクトン分布との比較）のため捕獲調査も合わせ

て行った。またDNA解析を用いた高精度な外来魚駆除効果把握手法の検討に着手した。 

令和５年度は、三春ダムにおいてソナーを活用したダム湖内魚類分布状況の把握調査と

捕獲調査によるソナーデータの検証調査を継続する。また、DNA解析を用いた高精度な

外来魚駆除効果把握手法としてのDNAの兄弟関係をもとに個体数推定を行うクロース

キン（CKMR）法を用いた外来魚個体群の把握手法の検討を行う。 

２）ダムの環境影響評価  

(a)環境影響評価研究 

本研究では、ダム事業の環境影響評価に基づき、環境保全措置として実施されている湿

地ビオトープの整備について、事例を収集整理し、湿地環境の成立要因、適切な整備・管

理方法について調査研究を行っている。

令和４年度は、ダム湖の水位変動域に成立する湿地環境の事例の継続収集結果をもとに、

湿地ビオトープに生息・生育する種の生態情報から多様度の高い湿地環境の環境条件の検

討等を実施し取りまとめ、保全対策の効果に関する事例の整理分析を行った。

令和５年度は、多数の湿地性生物が生息可能な多様度の高いビオトープの成立条件の要

因分析を引き続き実施するとともに、ダム湖の水位変動域に着目した湿地環境の成立要因

に関する検討も引き続き実施し、ビオトープの事例集の取りまとめを行う。
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(b)流水型ダムの環境調査研究 

本研究では、近年計画着工数が増加しつつある流水型ダムについて、既設の流水型ダム

の事例収集を行い、貯留型のダムとは異なる環境影響について調査研究を行っている。

令和４年度は、平時には貯留がない流水型ダムの特徴を踏まえた環境影響評価手法を整

理していくため、これまでに得られた検討結果を体系化し、流水型ダムにおける環境影

響検討手法やモニタリング手法等に関する検討を行った。

令和５年度は、平時には貯留がないため貯留型ダムとは異なる出水時及びその前後にお

ける土砂移動など、流水型ダムの特徴を踏まえて整理した環境影響検討手法やモニタリ

ング手法等による予測評価に関する検討を行う。

(c)画像解析処理技術の環境調査への導入に関する研究 

本研究では、写真や動画により動植物の生息環境調査や種の同定、環境調査の省力化等

を図るため、近年飛躍的に発展しているAI等を用いた画像解析処理技術の環境調査への

導入の可能性について調査研究を行っている。 

令和４年度は、発展著しい画像解析技術の情報収集及び整理と、河川水辺の国勢調査や

ダム事業における環境調査への写真を用いた種同定手法の適用可能性の検討を行った。

令和５年度は、画像解析技術の判定精度と河川水辺の国勢調査における魚類個体写真に

おける撮影方法の違いによる判定精度の違いの検討を行い、今後の画像解析の活用も視

野に入れ適切な写真撮影方法の検討を行う。また、3Dの画像・動画解析の活用可能性の

検討を行う。

３）調査研究受託 

令和５年度も、水源地の環境に関する調査研究として、ダム管理等の現場からの要請

に応じ、個々の水源地の課題を解決すべく以下のような調査研究を行う。 

(a)水源地の環境保全に関する調査研究 

(b)ダム等の環境影響評価に関する調査研究 

（２）ダムの貯水池管理に関する調査研究 

１）ダム貯水池等水質保全 

(a)ダム湖水質保全対策研究 

本研究では、近年多くのダム貯水池でアオコ・カビ臭現象が課題となっており、その状

況把握手法について調査研究を行っている。

令和４年度までに、ろ紙とスマートフォンを用いたアオコ発生状態の自動判定システム

の開発、アオコ発生予測手法の開発を進めてきた。

令和５年度は、ダム管理の現場ニーズに応じたシステム改良及び判定精度向上へ向けた

データ解析等を行う。また、アオコレベル判定に係る新たな技術（例：AI を用いた湖面

色調からの直接判定）の実用化に向け情報収集を行う。

(b)水質保全装置の技術開発  

本研究では、曝気式循環装置に代わる新たなアオコ抑制対策として、プロペラ式湖水

浄化装置について調査研究を行っている。

令和４年度までに、当該装置によるアオコ抑制効果発現メカニズムの解明と設置・運用
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についてのマニュアルの作成、底層嫌気化対策に関する本装置の事例集作成を進めてき

た。

令和５年度は、当該装置を設置しているダム貯水池において現地調査、現地実験を実

施して、アオコ発生抑制メカニズム、底層嫌気化抑制メカニズムについて検討を行う。

併せて、検討結果を踏まえたマニュアル(案)の増補改定を行う。 

また、プロペラ式湖水浄化装置に加え、より浅い貯水池を対象とした新たな水質保全

装置に着目し、アオコ収集・殺藻装置（シアノバスター）の技術開発を進めるため、室

内実験を実施し、装置の開発や現地実証実験へ向けた研究を行う。

２）ダム貯水池堆砂対策 

(a)総合土砂管理研究 

本研究では、近年問題となっているダム・湖沼及びその水源地における堆砂対策技術

の向上や、流域一貫の土砂管理についての調査研究を行っている。

令和４年度までに、既存の対策事例や文献等をもとに、土砂バイパストンネルによる

堆砂対策を中心に検討を行い、「土砂バイパストンネル計画策定のための参考手引き(案)」

を作成した。

令和５年度は、最新の技術や知見を踏まえ、「ダムの堆砂対策技術ノート」の改訂に向

けた検討を行う。また、ダム貯水池の堆砂問題については、ICT 技術を活用した掘削の

効率化、掘削土砂の有効活用、発電放流を活用した新しい排砂技術や土砂の湖内移動等、

貯水池の長寿命化についても検討を行う。

(b)排砂対策技術の技術開発 

本研究では、ダム貯水池の堆砂が大きな問題としてクローズアップされてきたことを背

景として、ダムの堆砂対策を効果的・効率的に進めていくための方策について、調査研

究を行っている。

令和４年度までに、「一般社団法人ダム水源地土砂対策技術研究会」と共同で、ダム・

湖沼及びその水源地において、土砂の有効活用に資する分級技術や、動力を使用しない

水圧吸引工法等の貯水池堆砂対策技術の開発に取り組んできた。

令和５年度は、分級技術に関し細粒分除去のさらなる精度向上を目的とした現地実証実

験を行う。また、水圧吸引工法の性能向上に向けたパワー通砂工法（ポンプ浚渫等を活

用）の現地における配置計画・施工計画等について検討を行う。

３）ダム管理フォローアップ 

(a)総合診断施策研究 

本研究では、ダム等管理フォローアップ制度により蓄積された定期報告書のデータを、全国

的な視点で横断的・俯瞰的に分析・評価を行っている。 

令和４年度は、令和３年度の定期報告データを収集し分析・評価して、管理ダムの課

題・問題点を整理した。なお、令和４年度で、４巡目の定期報告が完了している。

令和５年度は、４巡目までの課題・問題点を総括し、技術の進展、社会情勢の変化に

対応したフォローアップ定期報告の分析・評価方法について検討を行う。
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(b)水源地域活性化研究 

本研究では、水源地域活性化を促進するために策定されている「水源地域ビジョン」の

推進状況の課題等を整理分析し、今後の水源地域活性化手法について検討を行っている。 

令和 4 年度までに、活性化事業の推進主体である民間企業や NPO 法人等を対象とした

「水源地域活性化のためのダムの活用方法ガイドライン（案）」の策定に関する検討を行

なってきた。

令和 5 年度は、上記ガイドライン等に基づき進める活性化事業をより効果的に進める

ための相談窓口について、ワンストップの問い合わせ窓口の制度やポータルサイト構築

についての検討を行う。

また、ハイブリッドダム事業の柱の一つである水源地域活性化施策の具体化に向け、

民間ノウハウを活用したダム水源地域の地域振興の研究に着手する。

４）調査研究受託 

令和５年度も、ダム等の貯水池の管理に関する調査研究として、ダム管理等の現場か

らの要請に応じ、個々のダム貯水池の課題を解決すべく以下のような調査研究を行う。 

(a)ダム等の貯水池の水質保全対策に関する調査研究

 (b)ダム等の堆砂対策に関する調査研究 

 (c)ダム等の貯水池の管理評価に関する調査研究 

 (d)水源地域の活性化に関する調査研究 

（３）ダムの流水管理に関する調査研究 

１）高水管理 

ダム洪水操作の高度化研究  

本研究では、下流河川の洪水状況に配慮した洪水調節方法、異常洪水時における危機

操作及び降雨予測技術のダム操作への適用方法等の検討を行っている。

令和４年度は、長時間降雨予測情報である全球アンサンブル予報の精度を検討し、ダ

ム操作での有効性を確認した。

令和５年度は、アンサンブル予報の実装に向けた操作要領作成のための検討事項及び

留意点等を代表ダムにおいて整理し、ダム操作への適用について検討を行う。

加えて、流域内の貯留機能を最大限活用した被害軽減方策についての研究に着手する。 

２）低水管理 

低水管理手法の研究 

本研究では、低水管理においてダム貯水容量を最大限に活用した合理的管理を可能とす

る「低水管理研究会」を通じた有識者との議論を踏まえたダム運用の検討を行っている。 

令和４年度は、鳴子ダム及び江合川を対象に、目標貯水量曲線を用いたシナリオ型低

水管理手法（渇水調整手法）と AI による日々の取水量予測・ダム補給量算定手法を組

み合わせた低水管理システムの導入の有効性と課題について整理した。 

令和５年度は、前年度までの検討結果を踏まえ、江合川における実管理に向け、上述

のシナリオ型と AI によるハイブリッド型の低水管理モデルを構築し、実管理の適用性

の検討を行う。
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３）調査研究受託 

令和５年度も、水源地におけるダム等の操作の手法並びにダム等の流水管理に関する

調査研究として、ダム管理等の現場からの要請に応じ、個々のダム等の流水管理に関す

る課題を解決すべく以下のような調査研究を行う。 

(a)ダム等の高水管理・低水管理に関する調査研究 

 (b)ダム等の流水管理に関する調査研究 

（４）研究助成 

ダムや水源地域に係わる生態環境について調査・研究の促進を図り、その成果の社会

還元を目的に研究助成事業を行う。助成対象は大学・高等専門学校等に所属する研究者

とし、外部の学識者等で構成される審査委員会による審議を経て選定する。研究成果は

学会等での発表および当センター主催の発表会において公表する。

（５）海外における水源地環境に関する調査研究 

水源地の環境問題について海外との意見交換を行うことにより技術力の向上を図るため、国

際大ダム会議等への参加を行う。また、海外のダム、水源地等に関する情報を入手し調査研究

等に活用するため、国際大ダム会議に参画し知見の蓄積を行う。 

（６）研究調査成果の蓄積、普及、啓発 

「水源地環境技術研究所所報」の作成・公表 

調査研究及び技術開発の成果等をとりまとめる「水源地環境技術研究所所報」を作成

し、公表する。

研究発表会・研修等の開催 

調査研究及び技術開発の成果の普及・啓発を図るため、「第２４回技術研究発表会」、

研修等を開催する。

２．水源地域活性化事業

水源地域をつなぐ情報ネットワーク化 

「地域に開かれたダム」などの全国のダムにおいて実施されている水源地での活性化の

取り組みに関する情報交換等、水源地域間のネットワーク化について支援を行う。

インフラツーリズムへの協働 

ダムツアーなどによる水源地域活性化施策に行政等と協働した取り組みを行う。

３．広報事業

「水源地ネット」による情報発信 

水源地域の活性化を図るため関連する情報を収集するとともに、ホームページ「水源地

ネット」により発信する。
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研究成果及びダム水源地に関する情報等の公開 

これまでの研究成果及びダム水源地域に関する情報等について、ホームページの充実を

行う。

４．ダム管理技士試験等事業

ダム管理技士試験 

ダムの維持、操作その他の管理を適正に行うことを目的として実施する。本試験の合格

者は、登録を行うことによりダム管理技士として認定される。ダム管理技士試験の試験問

題の作成、合否の判定にあたっては、学識者からなるダム管理技士認定試験委員会の審議

を経て行う。

ダム管理技士養成講習会 

ダム管理のために必要な知識、技能を習得させることを目的として実施する。講習会で

は、ダム関係の法規、ダムに係わる行政上の話題、ダム操作規則、ダム現場での実管理状

況、水理水文の基礎知識等について講義する。
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